
滋賀県議会は、２月定例会を２月２２日から３月２４日ま

での３１日間の会期で開きました。�

今回の定例会には、「平成１７年度滋賀県一般会計予算」

をはじめとする知事提出議案８９件と、議員提出議案１２

件が上程され、審査を行った結果、議員提出議案（意

見書案）３件を除き、いずれも原案のとおり可決または

同意しました。�

可決された議員提出議案のうち、「滋賀県行政に係る基

本的な計画の策定等を議会の議決事件として定める条

例」は、県行政の中でも特に重要な計画について、計画

の段階から議会が積極的に関与することにより、透明

性の高い県行政を推進することを目的としています。�

また、本会議における代表質問、一般質問および討

論には、延べ３２人の議員が登壇し、県政全般にわたっ

て論議を展開しました。�

なお、各委員会においては、付託された各議案なら

びに請願、陳情、その他所管事項について審査および

調査を行いました。�

特に２月定例会では、平成１７年度滋賀県当初予算を

総合的に審査するために予算特別委員会（委員長：橋

本正、副委員長：中村善一郎、沢田享子）が設置され

ました。同委員会は正副議長を除く４１人で構成し、ま

ず県当局から予算概要説明を受け、その後３日間にわ

たり、２１人の委員が県当局に対して質疑を行いました。

さらに分科会調査を２日間実施したうえで、同委員会

としては、平成１７年度滋賀県当初予算は可決すべきも

のと決しました。�

予算特別委員会の審査結果を受け、３月２４日の本会議最終日において、平成１７年度滋賀県当初予算が可決、成立しました。�

一般会計の総額は５，１０７億７千万円で、前年度と比べて金額で３４０億５千万円、率にすると６．２％のマイナスとなり、実質的に戦後最大の減

額幅となっています。�

三位一体改革の影響等により財政環境がさらに厳しさを増す中で、当初予算のキャッチフレーズを「『地域の自立と協働の自治』への転換」

とし、本県の持続的な発展を支えるような施策や県民の皆さんの安全、安心を確保するための施策等には財源を集中的に振り向け、「元気な

滋賀の経済基盤づくり」、「みんなでつくる安全な滋賀の暮らし」、「環境こだわり県滋賀のさらなる前進」、「誰もが安心できる滋賀の健康福

祉の推進」、「個性きらめく滋賀の人材育成と自治の創造」の五つの柱のもとにとりまとめたものです。�

　市町村合併が進み、県と市町の役割分担が変化する中で、地域振興局
がこれまで担ってきた機能の見直しが不可欠となっています。このよう
な考え方のもと、地域振興局の再編が提案され、甲賀地域振興局と湖南地
域振興局を統合して「南部振興局」とし、また、湖西地域振興局は本庁
直轄とするとともに、甲賀市と湖南市の区域および高島市の区域にはそ
れぞれの事務を所管する県事務所を設置する条例を可決しました。�

●平成１７年度当初予算を可決�

●地域振興局の再編�

３月２４日に開催された議会運営委員会において、滋賀県議

会の役員改選を行う臨時会の開催日が、４月２８日（木）に内定

しました。 �

臨 時 会 の 日 程（予定） �
�

野洲川ダム（甲賀市）�

1 第 33 号

会派別議員数
自由民主党・湖翔クラブ…28人

県民ネットワーク…12人

日本共産党滋賀県議会議員団…２人

公　　　明　　　党…１人�

定数47人　　　　現員43人
（平成１７年２月２２日現在）�
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